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第8章 事後調査の結果により必要となった環境の保全のための措置及び環境保全措置の変更 

 8.1 騒音 

第 7 章に示した騒音に係る｢事後調査の結果と環境影響評価の結果との比較検

討の結果｣により、N-4.2 での工事の実施に伴う環境影響は、評価図書に記載され

た環境保全措置を講じたことによって、低減されているものと考える。 

したがって、騒音については、新たな環境保全のための措置を講じる必要はな

いと考える。 

 

なお、評価図書に記載した環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 8.2 赤土等による水の濁り 

第 7 章に示した赤土等の水の濁りに係る｢事後調査の結果と環境影響評価の結

果との比較検討の結果｣により、N-4.2 での工事の実施及び N-4.1 の存在・供用に

伴う環境影響は、評価図書に記載された環境保全措置等を講じたことによって低

減されているものと考える。 

次年度以降は、存在・供用時の調査において実施する水質調査において、赤土

等の流出が生じていないか確認する。 

 

なお、評価図書に記載した環境保全措置は、以下に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 ア ヘリコプター着陸帯の規模を直径 75ｍから直径 45ｍへと縮小したことにより、建設機械の稼働台数

を減らすことができ、建設機械の稼動に伴い発生する建設作業騒音による影響を低減します。 

 イ 稼働する建設機械が一時期に集中しないように工事工程を調整します。 

 ウ 早朝や夜間、日曜及び祝日の工事は原則として実施しません。 

 エ 建設資材の搬入などに伴う道路交通騒音対策としては、集落をできる限り避ける等、周辺環境に配慮

した運搬経路を設定します。また、工事用車両が一時期に集中しないように工事工程を調整し、工事

用車両の整備・点検を行うとともに運転者に対して適正な走行に努めるよう教育・指導を行います。

 オ 建設機械は低騒音型を使用するほか、整備・点検を徹底し、整備不良に起因する騒音の防止に努めま

す。 

 カ 工事用車両の運行経路には規制速度の遵守等を促す表示板を配置し、工事用車両の走行による道路交

通騒音の増加を抑制します。 

 キ アイドリングストップや建設機械に過剰な負荷をかけないようにし、丁寧に運転するなど、工事関係

者に対して必要な教育・指導を行います。 

本工事中は第 2章の中で示した「赤土等流出防止対策」に基づいて、降雨時の対策は、発生源対策とし

て法面等へのシート被覆や種子吹付等、流出防止対策としては切回し水路、土砂流出防止柵等の設置を行

い、最終処理対策として施工区域から発生する濁水を沈殿池に一時的に貯留し、濁水処理プラント（凝集

沈殿方式）により処理した後、SS 濃度 25mg/L 程度で放流し、周辺環境に影響を及ぼさないよう配慮しま

す。なお、土砂流出防止柵の構造は図 7.1.1(1)に示すとおりで、中詰め土砂を施して設置します。 
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